
劣化過程の不確実性を考慮した路面性状調査の最適実施方策* 

The optimal implementation policy of pavement inspection with deterioration uncertainty* 

 

 

青木 一也**・江口 利幸***・大井 明****・貝戸 清之*****・小林 潔司****** 

By Kazuya AOKI**・Masayuki EGUCHI***・Akira OI**** 

Kiyoyuki KAITO*****・Kiyoshi KOBAYASHI****** 

 

 

 

１． はじめに 

 

道路舗装の劣化過程には多くの不確実性が介在して

おり，舗装過程を確定的に予想することは困難である．

このような舗装の劣化過程の不確実性を考慮した統計的

劣化予測モデルとして，マルコフ劣化モデル等が提案さ

れている．統計的劣化予測モデルを用いることにより，

実際の路面性状調査結果に基づいて，現実の実態に即し

て劣化過程を予測することが可能となった．その結果，

舗装構造や舗装材料，補修方法のライフサイクル費用評

価の精度が飛躍的に向上した． 

ライフサイクル費用に基づいた補修政策に関する分

析は，個別の道路区間を集計化したマクロなレベルにお

ける補修政策に関する情報を提供する．しかし，個別区

間におけるミクロな補修政策を検討する場合，個々の路

面性状に関する具体的な健全度に基づいて補修方法や補

修時期を検討することが必要である．多くの外的要因が

舗装の劣化過程に影響を及ぼすため，個別道路区間の舗

装の劣化過程を確定的に予測することは極めて困難であ

る．このため，道路舗装の維持補修の有無を決定するた

めには，路面性状調査等により舗装の健全度をモニタリ

ングすることが不可欠となる．  

舗装の健全度情報を獲得するためには，路面性状調

査費用や交通規制等による社会費用が発生する．モニタ

リング費用を抑制するためには，路面性状調査の実施頻

度を減少させることが望ましい．一方，時間の経過にと

もなって，舗装の健全度に関する不確実性が増加する．

道路管理者が道路舗装のサービス水準に対して一定のリ

スク管理水準を設定する場合，時間が経過するほどリス

ク管理水準を達成できないリスクが増加する．さらに，

舗装の劣化状態が進展し，舗装の補修費用が増加する可

能性もある．したがって，道路管理者が設定する舗装サ

ービス水準に関する所与のリスク管理水準の下で，補修

費用，社会的費用，モニタリング費用で構成されるライ

フサイクル費用の最小化を達成するような調査間隔や舗

装の補修戦略を求めるような方法論が必要となる． 

以上の問題意識の下で，本研究では，舗装の劣化過

程をマルコフ劣化モデルで表現するとともに，所与のリ

スク管理水準の下でライフサイクル費用を最小にするよ

うな調査間隔と補修戦略を同時に決定するようなマルコ

フ決定モデル (以下，最適調査・補修モデルと呼ぶ) を

定式化する．  

 

２． 本研究の基本的な考え方 

 

（１） 従来の研究概要 

土木施設の維持・補修方法として，1) 時間依存的ル

ール，2) 状況依存的ルールという2種類の補修戦略を考

えることができる．時間依存的ル－ルは，一定の時間間

隔を経て定期的に土木施設の維持更新を実施する方法で

ある．たとえば，照明施設等の道路付帯施設のように，

数多くの小規模の設備で構成されているような設備・機

器システムや，管路等の地中埋設物のように調査費用が

禁止的に高くなるような土木施設に関しては，土木施設

の劣化状態に関わらず定期的に土木施設や設備を更新す

るという時間依存的ルールを適用することが望ましい．

一方，劣化過程に多大な不確実性が存在する場合，土木

施設の劣化状態に依存して補修政策を決定するという状

況依存的ルールを採用することが望ましい．本研究では，

道路舗装の劣化過程の不確実性に着目し，状況依存的ル

ールを用いた調査・補修政策を求める方法論を提案する． 

破壊や故障がある定常的な確率過程に従って生起す

るようなシステムの最適修繕戦略に関しては膨大な研究

が蓄積されている8),9)．特に，健全度を離散的な状態変

数で記述するマルコフ決定モデル3)は，劣化過程の記述

が簡単であり，土木工学の分野でも数多くの実用モデル
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4)-12)が提案されている．多くの土木施設においては，調

査業務を通じてのみ施設の健全度が部分的に観察可能で

ある場合が少なくない．このような劣化過程が直接観測

可能でないような施設の修繕問題を，マルコフ決定過程

を用いて分析する方法がいくつか提案されている．しか

し，そこでは調査時期があらかじめ確定的に与えられて

おり，定期的な調査により獲得した調査情報に基づいて

修繕投資の有無を決定するアプローチとなっている．特

に，地下埋設物のような土木施設の調査費用は無視でき

ない．このような施設に関しては調査のタイミングを決

定すること自体が問題となる．このような問題意識の下

に，調査間隔と補修政策を同時に求める最適調査・補修

モデルが提案されている9)-12)．本研究では，まず道路舗

装のマネジメントを対象として最適調査・補修モデルを

基本モデルとして定式化する．さらに，本研究では，定

期調査だけでなく，定期調査で劣化の進展が発見された

箇所に関して追加調査を行い，必要な時点で追加補修を

実施するような追加調査・補修政策を加味したような最

適調査・補修モデルを拡張モデルとして定式化する．こ

のような場所を限定した追加調査・補修の機会を設ける

ことにより，調査費用と補修費用の追加的な削減が可能

となる．このような拡張モデルは，追加調査・補修政策

を決定するようなサブマルコフ決定モデルを内蔵するよ

うなマルコフ決定モデルとして定式化できる．筆者の知

る限り，このような拡張型マルコフ決定モデルに関する

研究事例は見あたらない． 

 

（２） 劣化過程の不確実性と調査の目的 

道路舗装の劣化には多大な不確実性が介在し，劣化

過程を確定的に予測することは不可能である．いま，初

期時点t = 0において路面性状調査が実施され，観測さ

れた舗装の健全度をh(0)と表記する．初期時点t = 0か

ら時間が経過するにつれて，舗装の劣化が図-1に示すよ

うな劣化過程により進行する．同図には，舗装の劣化過

程として想定されるいくつかのサンプルパスが記載され

ている．舗装の劣化過程に関しては不確実が存在し，時

間が経過するほど劣化状態の不確実性が大きくなる．あ

る時点tにおいて，路面性状調査が実施された場合を考

える．路面性状調査を実施することにより，調査時点に

おける舗装の健全度を観測することができる．時点

t > 0における舗装の健全度をh(t)と表す．時点tから，

さらに時間が経過することにより，再び舗装の劣化が進

展する．ここで，時点t0 (t0 > t)に着目する．時点t0に

おいて道路管理者は舗装の健全度の分布状態を推定する．

同図には，時点tで路面性状調査を実施しなかった場合

に，道路管理者が推定できる健全度の確率分布F 1と，

時点tにおける路面性状調査で獲得した情報を付加して

推定した確率分布F 2を示している．時点tに路面性状調

査を実施することにより，時点t0における健全度の不確

実性 (確率分布Fの分散) を小さくすることが可能とな

る．ここで，道路管理者が舗装マネジメントの目標とし

て，「舗装の健全度が所与のリスク管理水準を下回る確

率を一定水準以下に抑える」というリスク管理目標を設

定する場合を考える．たとえば，図-1の例では，時点t0

において，健全度が所与のリスク管理水準を下回る確率

は確率分布F 1, F 2の赤で示した面積で定義される．路

面性状調査を実施することにより，調査時点における健

全度に関する不確実性を除去することが可能となる．さ

らに，調査時点以降における不確実性も削減することが

可能となり，次節で述べるような理由により，ライフサ

イクル費用の削減に資することができる． 

 

（３） 調査・補修ルール 

舗装の健全度を定期的な路面性状調査により観測し，

路面性状調査の結果に基づいて道路舗装の補修実施の有

無が判断されると考える．いま，図-1において，時点t

における路面性状調査により健全度が点aであることが

判明したとする．道路管理者は，1) 直ちに道路補修を

実施する (アクションe1)，2) 道路補修の実施を見送り，

次回の路面性状調査の結果に基づいて補修の有無を判定

する (アクションe2)，という2種類のアクションを考え

る．道路管理者がアクションe1を選択した場合，健全

度は健全な状態 (初期状態) に回復する．アクションe2

を採用した場合，時点tから，つぎの定期調査時点t0ま

で劣化が進展する．時点tにおいて，補修の実施を見送

った場合，時点t0における健全度を確定的に把握できな

い．しかし，時点tの定期調査により，当該時点におけ

る健全度に関する情報を獲得しているため，時点t0にお

ける健全度の確率分布F2を予測することができる． 

本研究の舗装マネジメントでは，健全度が所与のリ

図-1 劣化過程の不確実性 
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スク管理水準を下回る確率を一定水準に維持することを

管理目標としている．当然ながら，時点tにおける劣化

状態が悪くなるほど，補修の実施を見送った時に，次の

定期調査時点t0においてリスク管理水準を下回る確率は

増加する．このように考えれば，舗装マネジメントの管

理目標を達成するためには，補修を見送れば，次の定期

調査時点において管理目標の達成が不可能となるような

臨界的な健全度 (点b) が存在する．すなわち，補修政

策は，定期調査時点において「健全度が臨界的健全度よ

り上回っている場合は補修を見送る」，「臨界水準を下

回っている場合は補修を実施する」というルールとして

記述できる． 

以上の議論では，定期調査間隔を与件としていた．

調査頻度を増加すれば (調査間隔を短くすれば)，ある

定期調査時点における健全度が同一であっても，次回の

定期調査時点において，舗装の健全度がリスク管理水準

を満足しない確率は小さくなる．舗装の補修費用を小さ

くするためには，補修の実施の有無を判定するための臨

界的な閾値ができるだけ悪い状態であることが望ましい．

したがって，補修費用を抑制するためには，定期調査間

隔を小さくすることが最適調査政策となる．一方で，調

査間隔を減少すれば，調査費用が増加する．したがって，

ライフサイクル費用を小さくするためには，調査費用と

補修費用で構成されるライフサイクル費用を最小にする

ような定期調査間隔と補修政策を同時に求めることが必

要となる． 

なお，道路管理者が社会的費用の最小化を考える場

合，利用者費用も含めたライフサイクル用の最小化を検

討することが理想的である．しかし，道路管理者が負担

する直接的費用 (調査費，補修費) と比較して利用者費

用の推計精度には課題が残されていると言わざるをえな

い．そこで，本研究では，ライフサイクル費用に，利用

者費用を含めないこととした．その代わり，利用者の安

全性や快適性等を総合的に考慮して，舗装の健全度に対

してリスク管理水準を設けることとした． 

 

（４） リスク・費用管理曲線 

道路舗装の管理項目としてライフサイクル費用とリ

スク管理水準をとりあげる．リスク管理水準に関しては，

舗装のサービス水準が管理水準Uを満足する確率を用

いてリスク管理水準を定義する．いま，リスク管理水準

を所与の値Uに固定する．この時，道路管理者は，所

与のリスク管理水準の下で，ライフサイクル費用を最小

にするように定期調査間隔と臨界的健全度 (補修政策) 

を決定することが課題となる．以上の考え方で求めた最

適調査間隔と補修政策は，リスク管理水準を与件として

求めた条件的最適調査・補修政策である．ここで，リス

ク管理水準の値をパラメータと考え，個々のリスク管理

水準に対応する条件付き最適調査・補修政策を求めれば

図-2に示すようなリスク管理水準とライフサイクル費用

のトレードオフの関係を表現した曲線を得ることができ

る．本研究では，このような曲線をリスク・費用管理曲

線と呼ぶ．舗装の劣化過程に不確実性が存在するため，

たとえば点ãに示すようにリスク管理水準を厳しく設定

すれば頻繁な調査が必要となり，ライフサイクル費用の

増加を招く．したがって，現実的には一定程度のリスク

を受け入れざるを得ない．一方で，現状が同図の点åに

位置する場合，わずかな調査費用の節約が，リスク管理

水準の大幅な低下を招くことになる．道路管理者がサー

ビス水準の達成確率に関するリスク管理水準を決定すれ

ば，それを実現するための最適調査間隔・補修政策を求

めることができる．道路管理者は，利用者の効用や管理

瑕疵の可能性等を総合的に配慮し，リスク管理水準を決

定することが必要となる．リスク管理水準の決定問題は，

本研究の域を超えているが，リスク・費用管理曲線は道

路管理者が適切なリスク管理水準を決定する上で重要な

役割を果たすことになる． 

 

３． 基本モデル 

 

（１） モデル化の基本条件 

カレンダー時刻s0を初期時点とする離散的時間軸

t = 0; 1; 2;ÅÅÅを考え，離散的時間軸上の点を時点と呼

び，カレンダー時刻と区別する．単位時間幅を1に基準

化する．舗装の健全度を I 個のレーティング

i (i = 1;ÅÅÅ; I)で表現する．iの値が大きくなるほど，

劣化が進展している．時点tにおける舗装の健全度を状

態変数h(t) = i (i = 1;ÅÅÅ; I; t = 0; 1;ÅÅÅ)を用いて表

現する．Iは吸収状態である．施設の劣化過程がマルコ

フ連鎖に従うと仮定し，離散時間軸上の単位時間間隔に

おける健全度間の推移確率をマルコフ推移確率を用いて

表現する．マルコフ推移確率は，時点tにおける路面性

α β

LCC

U

リスク・費用管理曲線

図-2 リスク・費用管理曲線 



状調査において観測された健全度h(t) = iを与件とし，

次の時点t+ 1における健全度h(t+ 1) = j(j ï i)が生

起する条件付確率 

 

Prob[h(t+ 1) = jjh(t) = i] = pij   (1) 

 

を用いて定義される．このような推移確率をすべての健

全度ペア(i; j)に対して定義することにより，マルコフ

推移確率行列 

 

p =

0

B

B

@

p11 ÅÅÅ p1I
...

. . .
...

0 ÅÅÅ pII

1

C

C

A

   (2) 

 

を定義することができる．マルコフ推移確率(2)は所与

の２つの時点t，t+ 1の間において生じる健全度間の推

移確率を示したものであり，当然のことながら，対象と

する測定間隔が異なれば推移確率の値は異なる．補修が

ない限り常に劣化が進行するので，pij = 0 (i > j)が成

立する．また，推移確率の定義より
PI
j=i pij = 1が成

立する．すなわち，マルコフ推移確率に関して， 

 

pij ï 0 (i; j = 1;ÅÅÅ; I)

pij = 0 (i > jの時)
PI
j=i pij = 1

9

>

=

>

;

   (3) 

 

が成立しなければならない．状態Iは，補修のない限り

マルコフ連鎖における吸収状態であり，pII = 1が成立

すると考える．なお，マルコフ推移確率は過去の劣化履

歴には依存しない．マルコフ推移確率モデルでは，健全

度がiÄ 1からiに推移した時点にかかわらず，時点tか

ら時点t+ 1の間に推移する確率は時点tにおける健全度

のみに依存するという性質（マルコフ性）を満足する．

マルコフ推移確率を用いれば，前回の観測時点tから，

r期経過した時点t+ rに至る期間の間に生起する劣化

過程を推移確率行列 

 

p(r) = fpgr     (4) 

 

を用いて表現できる．また，r期推移確率行列p(r)の各

要素をpij(r) (i; j = 1;ÅÅÅ; I)と表す．以降における表

記の便宜上， 

 

p(0) = I      (5) 

 

が成立すると仮定する．ただし，Iは(I Ç I)単位行列

である. 

 

（２） 調査・補修政策 

いま，路面性状調査をr期ごとに実施する場合を考え

る．rは政策変数であるが，ひとまず与件とする．k回

目の路面性状調査が実施される離散軸上の時点

trk(k = 0; 1;ÅÅÅ)を trk = rkと定義する．k回目の路面性

状調査により，ある特定の地点における舗装の健全度が

h(trk) = i (i = 1;ÅÅÅ; I)と判定されたと考える．時点t
r
k

において，健全度がh(trk) = Iと判定された場合は，直

ちに補修され健全度が1まで回復する．一方，時点t
r
kに

おいて健全度が1 < h(trk) < Iの場合に選択可能なアク

ションeのタイプとして，1) 補修工事を実施せずに健全

度の判定結果を記録する (アクションe1)，2) 補修を実

施し，舗装の健全度が1に回復する(アクションe2)，と

いう2つのタイプをとりあげる．ここで，定期調査時点

における補修政策òを，調査で観測された健全度

h(trk) = iに対して，補修後の健全度を指定するルール

ëò(i)を用いて定義する．すなわち，補修政策òは 

 

ëò(i) =

(

i アクションe1の場合

1 アクションe2の場合

(i = 1;ÅÅÅ; I)

  (6) 

 

と記述される．補修政策はある閾値となる健全度 (以下，

臨界的健全度と呼ぶ) iÉ(ò)が存在し，健全度iが臨界的

健全度iÉ(ò)に到達，もしくはそれ以上になった (悪化

した) 場合には，必ず補修が実施される．一方，臨界的

健全度に到達するまでは，補修は実施されないという単

調性条件を満足すると仮定する．単調性条件は 

 

ëò(i) =

(

i i < iÉ(ò)

1 i ï iÉ(ò)

(i = 1;ÅÅÅ; I)

   (7) 

と表される．単調性条件を満足する補修政策の集合をÑ

と表す．補修政策ò2 Ñを実施した場合，調査後の健全

度に基づいて，直ちに補修が実施される．このような舗

装アクション前後の健全度の推移状態を， 

 

qòij =

(

1 ëò(i) = j

0 それ以外の時

(i; j = 1;ÅÅÅ; I)

   (8) 

 

を用いて定義する．qòijを(i; j)要素とする推移行列 (以

下，補修推移行列と呼ぶ) をqòと表記する． 



以上では，路面性状調査間隔rを与件と考えていた．

しかし，調査間隔rと調査時点において実施される補修

政策òは，ともに政策変数である．これら2つの政策変

数の組(r;ò) 2 Ñを調査・補修政策と呼ぶ．ただし，Ñ

は，調査・補修政策集合である．調査・補修政策

(r;ò) 2 Ñの下で実現する劣化・補修過程は，推移確率

Pòij(r)は， 

 

Pòij(r) =
I

X

k=1

qòikpkj(r)　    (9) 

 

を用いて定義できる．Pòij(r)を(i; j)要素とする推移確

率行列をPò(r)と表す．式(7)を行列表記すれば， 

 

Pò(r) = qòp(r)　     (10) 

 

となる． 

ここで，対象とする路線が同質的なM個のセクショ

ンm (m = 1;ÅÅÅ;M)により構成されていると考える．

調査・補修政策(r;ò) 2 Ñを適用した場合に，定期調査

時点t
r
kにおいて実現する対象とする路線における健全度

分布を相対頻度ôòi (t
r
k)を用いて表す．さらに，相対頻

度ベクトル 

 

ôò(trk) =
n

ôò1(t
r
k);ÅÅÅ; ô

ò
I (t

r
k)
o

  (11) 

 

を用いて表現すれば，当該路線の劣化・補修過程は 

 

ôòj (t
r
k+1) =

I
X

i=1

Pòij(r)ô
ò
i (t

r
k)  (12) 

 

と定式化できる．上式をベクトル表記すれば， 

 

ôò(trk+1) = ô
ò(trk)P

ò(r)   (13) 

 

である．道路舗装の劣化・補修過程が繰り返され，長期

定常状態に到達したとする．各セクションの健全度に関

する定常確率ベクトルをôr;ò= (ôr;ò1 ;ÅÅÅ;ôr;òI )と表す．

定常確率は 

 

ôr;ò= ôr;òP ò(r)
IÄ1
X

i=1

ôr;ò1 = 1
    (14) 

 

を満足するようなôr;òとして定義される．路面性状調査

時点において使用限界である健全度Iが観測される定常

確率ôr;òI を，リスク管理水準U以下に抑えることが可能

な調査・補修政策(r;ò)の集合Ñ(U)を， 

 

Ñ(U) = f(r;ò)jôr;òI î Ug   (15) 

 

と定義する． 

 

（３） ＬＣＣ費用評価 

調査・補修政策(r;ò) 2 Ñ(U)が適用される場合を考

える．道路管理者は，時点trk (k = 0; 1;ÅÅÅ)において，

路面性状調査を実施する．路面性状調査費用をcと表す．

さらに，路面性状調査の実施時点において，舗装の健全

度が臨界的健全度iÉ(ò)を下回った場合，舗装の補修を

実施する．補修費用は補修直前の健全度iに依存する．

補修費用をC(i)と表す．補修費用は健全度iに関して単

調非減少関数であり， 

 

C(1) î C(2) î ÅÅÅî C(I)   (16) 

 

を満足する．いま，調査・補修政策(r;ò)の下で劣化・

補修過程が定常状態にあり，ある定期調査時点t
r
kで健全

度がi (i = 1;ÅÅÅ; I)であることが判明したと考える．

さらに，時点trk以降において，調査・補修政策(r;ò)を

恒常的に適用することによって得られる調査・補修費用

の割引当該期価値 (以下，LCC費用と呼ぶ) をV r;òi と表

す．劣化・補修過程が定常状態にあることよりLCC費用

は，調査時点trkには依存しない．定期調査・補修政策

(r;ò)を適用した場合，LCC費用は再帰的に 

 

V r;òi = c+éòiC(i)

+ exp(Äör)
I

X

j=1

Pòij(r)V
r;ò
j 　

(i = 1;ÅÅÅ; I)

 (17) 

 

と定義される．ただし，öは割引率，éòiは0-1変数であ

り 

 

éòi =

(

0 i < iÉ(ò)

1 i ï iÉ(ò)
    (18) 

 

と定義できる．さらに，調査・補修政策(r;ò)の下で定

期調査時点において実現する各健全度の定常確率

ôr;ò= (ôr;ò1 ;ÅÅÅ;ôr;òI )を用いれば，定常的劣化・補修

過程において発生する期待LCC費用は 



 

LCC(r;ò) =
I

X

i=1

ôr;òi V r;òi    (19) 

 

と表すことができる．この時，リスク管理水準Uを所

与とした時に，期待LCC費用を最小とするような舗装の

調査・補修政策を求める最適調査・補修政策モデルは， 

 

min
r;ò

à

LCC(r;ò)
â

subject to (r;ò) 2 Ñ(U)
   (20) 

 

と定式化できる．この問題の最適解として求まる最適政

策はリスク管理水準Uを所与とした条件付き最適政策

であり，このことを明示的に表現するために最適政策を

(rÉ(U); òÉ(U))と表す． 

 

４． おわりに 

 

本研究では，道路管理者が設定する舗装サービス水準

に関する所与のリスク管理水準の下で，補修費用，及び

調査費用で構成されるライフサイクル費用の最小化を達

成するような調査間隔や舗装の補修戦略を求めるような

方法論を提案した．具体的には，舗装の劣化過程をマル

コフ劣化予測モデルで表現するとともに，所与のリスク

管理水準の下でライフサイクル費用を最小にするような

調査間隔と補修戦略を同時に決定するような最適調査・

補修モデルを定式化した．なお，定期的な調査・補修政

策と場所を限定した追加調査・補修政策を同時に決定す

るような拡張モデル，定期調査および追加調査の経済便

益を計測する方法，ならびに本研究で提案した手法を用

いて高速道路を対象とした適用事例については講演時に

報告させていただきたい． 
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